
























日時 2007年 12月 6日（木曜）・7日（金曜） 
会場 京都大学経済学部 総合棟２階大会議室 
主催 京都大学上海センタ  ー 共催 慶北大学経済通商学部・慶北大学経済経営学部 
後援 京都大学上海センター協力会 
■12月6日（木曜） 午前9時～12時 
第Ⅰセッション（経済） 使用言語……日本語･韓国語 司会 岩本武和（京都大学） 
宇仁宏幸（京都大学）「輸出にかたよった生産性上昇と為替体制一東アジアとヨーロッパの比較」
金 煕 鎬（慶北大学）「外国為替のリスクプレミアムの測定誤差」 
■12月6日（木曜） 午後1時～3時30分 
第Ⅱセッション（経営） 使用言語……日本語･韓国語･英語 司会 菊谷達弥（京都大学） 
若林直樹（京都大学）「日本の企業間関係におけるネットワークと信頼」 
崔 種 珉（慶北大学）「IOSsの情報流通にもとづいた組織間関係の構造」 
■ 12月6日（木曜） 午後4時～5時40分 
第Ⅲセッション（経済） 使用言語……英語 司会 大西広（京都大学） 
村瀬哲司（京都大学）「アジア通貨制度への展望と課題」 
河 仁 鳳（慶北大学）「韓国通貨危機のマクロ経済的要因」 
■レセプション 午後6時～7時半 於 時計台記念館第３会議室 
■12月７日（金曜） 午前9時～11時半 
第Ⅳセッション（経営） 使用言語……日本語･韓国語･英語 司会 曳野孝（京都大学） 
若林靖永（京都大学）「顧客第一主義の崩壊と再構築」(日本語・韓国語) 
文 桂 完（慶北大学）「知識の創出空間における実践共同体の効果的な実現 
― 一つの事例研究（サムソン電子）」(英語) 












と短期雇用に応じたという。     
この事態を受け、６日には、広東省労働局が調査に入り、中央政府の関係部門に問題なしとの報告を
行った。ところが華為公司の対策はあまりにも露骨であったため、各方面から激しい批判を浴びた。７日、
華為公司は新聞紙上に、「自主退職」は強制ではなく、あくまで従業員の自主的な判断だという声明を発
表した。しかしこの発表だけでは火消しにはならず、マスメディアなどでの論争がさらに拡大したため、９
日、中華全国総工会が乗り出し、調査を開始することになった。１１日、華為公司は各方面からの非難の
前に、とうとう今回の「自主退職」の方式を撤回するはめに陥り、それを公表した。 
これに対して、１１日、上海早報は、この華為公司の方針を、「従業員・会社・社会の３者がともに利益を
得るたいへんよい方針である」と評価し、このような方針をマスメディアが興味本位に取り上げ、潰してしま
ったのは残念なことであると書いている。 
この華為公司の行ったリストラ対策は、あまりにも派手だったので、各方面から槍玉にあげられたが、こ
れはまさに氷山の一角で、水面下では多くの企業が静かにリストラを進めているのが実状である。うわさ
ではウォルマート社も、このような動きをしていたが、華為公司の例を見て、急遽方針を転換したと伝えら
れている。このような事態を前にして、北京市労働局は労働法施行前の不当な駆け込みリストラを防止す
るために、大規模リストラの報告を義務付けた。また上海市では今年中の雇用契約満了であっても、従業
員に補償金を支払うように企業側を説得している。 
反面、この労働契約法の文面には、肝心なところで釈然としない部分があり、企業側が混乱している。１
０月２９日に開催した同友会上海クラブの第２回労働契約法勉強会でも、このような矛盾点に質問が集中
した。法律を額面どおりに読むと、２回有期雇用を繰り返したあと、３回目からは無固定契約となる。しかし
現実には二つの見解が錯綜している。２回目終了時点で、企業側には①労働者からの雇用継続に対す
る拒否権はないから、有期雇用は実質的に１回目で終わり、２回目から無固定雇用と考えるべきであると
いう見解と、②拒否権があるので、２回目までは有期雇用で OK であり、そこで契約を終了してもよいし、
無固定雇用に入ってもよいという見解が並存しているのである。この部分については、明確な見解が発表
されていない。その上、この法律の策定に参画したという学者が、自分のホームページで①が正解であ
ると私的見解を発表しており、現場の混乱に拍車をかけている。 
また継続雇用している従業員について、２００８年に入ってから、契約更新がくる場合、契約回数は新規
で始まるのか、前歴は加算されるのか、それが定かではない。つまり細部にわたっては施行細則待ち施
行後の判例を待つかという状態なのである。巷の混乱を避けるために、早く公式見解を出して欲しいもの
である。 
このような混乱に追い討ちをかけるように、中国国務院法制弁公室は５日、企業などの労働者の年次有
給休暇で新たな規定を公表した。同案は、年次有給休暇は休・祝日を含めずに、勤続１年以上１０年未満
ならば年５日、１０年以上２０年未満で年１０日、２０年以上で年１５日と規定。さらに規定通りに休暇を付与
できない企業は、正規の賃金と福利厚生を提供するほか、１日当たりの賃金を標準に補償金を支払わね
ばならないとしている。 
さらに祝日の増加も検討されており、まさに労働者保護政策のオンパレードであり、経営者にと
ってはますます負担が増加してきており、深刻な経営危機をもたらす事態となってきている。まさ
に中国は、安い労働力を使った「世界の工場」から大きく変貌しようとしているのである。 
